
1. はじめに
　第31回では、「リスキリング」について取り
上げました。リスキリングを通じて、いくつに
なっても高いスキルで働き続けることができれ
ば、自分の望む仕事や職場を選びやすくなると
考えます。今までは終身雇用で働くことを基本
とし、転勤の辞令が出れば、望まない転勤先で
あっても辞令に従う働き方を行ってきた人は多
かったのではないでしょうか。しかし、今後は、

「どこで働くかではなく、どのような仕事を行
うか」が求められる時代がきていると感じます。
そこで第32回では、「転勤制度」について取り
上げます。

2. 転勤の実態
　「転勤の実態と課題（平成28年度）」（労働政
策研究・研修機構）ｉによれば、正社員（総合職）
の転勤（転居を伴う配置転換）について、「正
社員（総合職）のほとんどが転勤の可能性があ
る」（33.7％）と回答した企業が最も多く、「正
社員（総合職）でも転勤をする者の範囲は限ら
れている」（27.5％）、「転勤はほとんどない（転

勤が必要な事業所がない）」（27.1％）と続いて
います。正社員規模別では、企業規模が大きく
なるに従って、「正社員（総合職）のほとんど
が転勤の可能性がある」の割合は高くなること
が明らかになっています。
　また、転勤の目的としては、「社員の人材育成」
が66.4％と最も高くなっています。その他の目
的としては、「社員の処遇・適材適所」「組織運
営上の人事ローテーションの結果」「組織の活
性化・社員への刺激」などが挙げられています。
　大企業ほど、転勤先や従業員数も多いことか
ら、転勤制度を活用してローテーションを行う
ことで、人材育成や従業員の適性を考慮した配
置等につなげている状況が想像できます。
　現在は、「男性が主に経済的な責任を担い、
女性は専業主婦で夫の転勤についていく」と
いったかつての夫婦形態が、大きく変化してい
ます。今後は、仕事と子育てを両立させながら
管理職を目指す女性や、共働きの夫婦も増える
ことが予想される中で、転勤制度の在り方その
ものが変化を問われているのではないでしょう
か。

ｉ　https://www.jil.go.jp/institute/research/2017/174.html
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第32回 転勤制度

　「転勤」というと、総合職の社員であればやむを得ないものであり、転勤に伴い家族で転居するケー
スも割と一般的であると認識されてきたように思います。しかし、最近では、若者が就職活動におい
て企業を選ぶ際、「転勤がある会社は避けたい」と考える人の割合が以前に比べ増えているとも耳に
します。加えて、企業のリモートワークの普及により、働く場所の制限がある程度緩やかになってい
ることからも、「転勤制度」に対する考え方は変わりつつあると感じます。（編集部・30歳代男性）

32 Kinzai Financial Plan 2023.5



FPが知っておくべき働き方改革のキーワード

3. 転勤制度に対する対応の変化
　人事の担当者等を対象に行った「転勤実態ア
ンケート2023」（アート引越しセンター　0123
引越文化研究所）ⅱによれば、自社の転勤制度
について、転勤者を選定する際にどの程度本人
の希望や意思を反映させるかという点では、「本
人の希望や意思をかなり反映している」「どち
らかといえば反映している」と答えた人は、
1999年の同調査では計22.6％でした。しかし、
2023年の調査によれば、計44.8％と約２倍近く
まで増えています。「かなり会社の都合を優先」
と答えた人は、1999年の調査の22.6％から、
2023年の調査では12.1％まで大きく減少してい
ます〔図表１〕。
　また、転勤に伴う社員からの相談事があるか
という質問に対して、72.0％の担当者が転勤者
からの相談事は「ある」と回答しています。そ
の相談内容としては「転勤先の住居問題」

（48.7％）が最も多く、次いで「仕事内容」
（46.1％）、「職場環境」（44.0％）の順となって
います。1999年に発表した同調査では「転勤先
の住居問題」（75.1％）、「引っ越しの問題」

（63.9％）、「転勤形態」（44.2％）となっていま
す〔図表２〕。
　約20年前に比べると、住居や引っ越しといっ

た転居に伴う物理的な問題から、仕事内容や職
場環境といった仕事の質的な問題を抱える人が
増えていることが分かります。
　また、転勤に関して、従業員への配慮等、企
業側の対応に変化が見られている状況がうかが
えます。
　加えて、転勤について、会社の都合よりも、
本人の希望や意思に配慮している企業が増えて
いる状況が分かります。

4. 転勤制度を通して今後の働き方を考える

　厚生労働省では、平成29年３月に、「転勤に
関する雇用管理のヒントと手法」ⅲを作成して
います。事業主が従業員の転勤の在り方を見直
す際の参考資料としての活用ができるよう公表
しています。このような資料を参考にし、転勤
制度の改善を検討していくのも一案です。
　一方で、転勤制度を廃止する企業の動きもあ
ります。NTTグループでは、2021年９月に、
グループ全体で転勤や単身赴任をなくす方針を
表明し、2022年７月には主要会社の従業員の半
分に当たる３万人を対象に、居住地を国内であ
れば、原則自由とする勤務制度を導入していま
すⅳ。出張扱いがなくなり、出社時には自宅か
らオフィスまでの移動費用が支給される関係で、

ⅱ　https://www.the0123.com/kenkyu/pdf/detail05.pdf
ⅲ　https://www.mhlw.go.jp/stf/houdou/0000158686.html
ⅳ　https://group.ntt/jp/csr/management/humancapital.html

〔図表１〕転勤者を選ぶ際に、どれくらい本人の希望や意思を反映していますか？
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出所：「転勤実態アンケート2023」（アート引越しセンター　0123引越文化研究所）を基に日本総合研究所作成
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転居が不要となります。
　日頃から遠隔でも業務ができる環境を整えて
おくことは、従業員の仕事と生活（子育てや介
護等）との両立支援につながります。転勤制度
の改善という視点も重要ですが、転勤制度とい
う概念についても、改めて考え直すことが必要
とされているのではないでしょうか。

5. 最後に
　「令和２年転職者実態調査」（厚生労働省）ⅴ

によれば、直前の勤め先を辞めて転職した人の
約８割は「自己都合」であり、その理由として
は、労働条件や仕事内容が多く挙げられていま

す。転職を考え始める人は、転勤の辞令を機に
する人が多いイメージもあります。しかし、実
際には、転勤というのは理由ではなくきっかけ
であり、仕事内容や職場環境を理由に転職する
人が多いことが想像されます。
　スタンフォード大学の卒業式で行ったス
ティーブ・ジョブス氏ⅵの有名なスピーチ中の、

“If today were the last day of my life, would I 
want to do what I am about to do today?”とい
う言葉を踏まえれば、本来は、職場環境の変化
を機に自分のキャリアを考えるのではなく、今
日という日が最後であった場合、今やりたいこ
とをやっているか、と自分自身に対して日々投
げかけ、自分の気持ちに従って軌道修正してい
くことが大切なのだと感じます。

ⅴ　https://www.mhlw.go.jp/toukei/list/6-18c-r02.html
ⅵ　https://news.stanford.edu/2005/06/12/youve-got-find-love-jobs-says/
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〔図表２〕転勤に伴う社員からの相談内容に当てはまるものを選んでください
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出所：「転勤実態アンケート2023」（アート引越しセンター　0123引越文化研究所）を基に日本総合研究所作成
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